



ラ首都圏マニラ市サンタ・ メサ（ Sta. Mesa）
にある PCNC（ Philippine Council for NGO 
Certification） の本部を訪問し、 常任理事
（ Executive Director） のルイス・ P・ モラレス























The Economic and Social  Council  may 
m ak e su i t ab l e a r r an g em en t s f or 
consu l tati on w i th  n o n g o v e r n m e n t a l 
o r g a n i z a t io n s  which are concerned with 
matters wi thin i ts competence.  Such 
ar r an g emen t s m ay  be m ade w i th 
international organizations and, where 
appropriate, with national organizations 
after consultation with the M ember of 










連合経済社会理事会（ ECOSOC: Economic 






















































Development Perspectives in Asia に関する
ワークショ ップで行った発表（ Nerfin 1986）
を引用して考察を行っている。
　それによれば、まず開発に関わる団体を、第
三者組織（ the Third Party Organizations）















































然と目を向けるようになる」 とする（ Korten 
1990, p.98）。






Korten（ 1990） は、「 発展は、三つのセクター
の能力を相互補完的に動員できるかどうかにか





（ Hybrid Organizations） ５ であるとされる。
この混合組織には、 政府NGO（ GONGO: 
Governmental Nongovernmental Organizations）
と 公益事業請負団体（ PSC: Public Service 


















３．フィリピンにおける地方分権と N G O
　 フィ リピンではNGOの活動は、 国連が
NGOという名称を採用した1953年より以前か













法（ Local Government Code of the Philippines, 
Republic Act No. 7160） が制定された。
　この法律においては地方自治体と NGOおよ
び民衆組織との関係についても規定されてお
り、 第34条（ Section 34） においては“ Local 
g over nm en t  un i t s sha l l  p r om ote the 
establishment and operation of people’s and 
non-governmental organizations to become 
act i ve par tner s i n  the pur su i t of  l ocal 
autonomy”（ 地方自治体は地方自治の追求に
おいてパートナーとするべく 「 民衆組織」 およ
び「 NGO」 の設立と運営を促進する） と規定
されている。
　また、第35条（ Section 35）においては、“ Local 
g over nment un i ts may  enter  i nto j oi nt 
ventu r es an d su ch  other  cooper at i ve 
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ar r a n g em en t s  w i t h   p eop l e’s  an d 
nongovernmental organizations to engage in 
the del i ver y  of  cer ta i n  basi c ser vi ces, 
capabil i ty-bui lding and l ivel ihood projects, 
and to develop local enterprises designed to 
improve productivity and income, diversify 
ag r iculture, spur  rural  industr ial ization, 
promote ecological balance, and enhance the 









　なお、第37条（ Section 37） の４において、
“ Two（ 2）representatives of non-governmental 
organizations that are represented in the 
local  development counci l concerned, to be 
chosen by the organizations themselves”（［ 地
方事前審査・ 入札・ 裁定委員会の委員のうち］
二人はNGOの代表者が選出される） ことと























ション（ 腐敗・ 汚職） に起因する行政の非効率








































2009年にはPCNCの目 “的が「 Donee Status（ 寄
付受贈資格 ”） の認証」 から「 健全な統治と管
理や説明責任と透明性を認証する機関」 として
の役割に拡張した。













フィ リピン国家内国歳入法（ The National 
Internal Revenue Code of the Philippines） 第






















































































・ 職業規制委員会（ PRC: Professional 
Regulation Commission）、国税局（ BIR: 
Bureau of Internal Revenue）、会計委員
会（ BOA: Boards of Accountancy） およ
び必要に応じて証券取引委員会（ SEC: 


































































・ 世界銀行の日本社会開発基金、 AECID（ ス
ペイン国際開発協力庁： The Spanish 
Agency for I nternational Development 
Cooperation） およびUSAID（ アメリカ
合衆国国際開発庁： United States Agency 
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（ Joaquin 1983）、 その関係では、地方分権
が復権したと考えても間違いではないと思わ
れる。
７　 The Association of Foundations （ AF）、
The Bishops-Businessmen's Conference for 
Human Development （ BBC）、The Caucus 
of Development NGO Networks （ CODE-
NGO）、 The  Leag ue  of   Cor por ate 
Foundations、 The National  Counci l  of 
Social Development Foundations （ NCSD）、
The Ph i l i pp i ne Busi n ess f or  Soci a l 
Progress （ PBSP） の６ネットワークである。
８ 　 https: //seatca. or g /dmdocuments/
Phi l ippines%20-%20Rep.%20Act%20No.%20
8424%20-%20 national.pdf、 2017年12月13日
アクセス。
９　貸借対照表、損益計算書、剰余金計算書、
キャッシュフロー計算書。
10　このことについては、アテネオ・ デ・ マニ
ラ大学のツアノ教授ほか幾人かの研究者に確
認した。
